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はじめに 

 

近年、わが国は人口減少に伴う深刻な労働供給制約に直面している。日本政府が推し

進める産業構造の激変は、労働市場に対して単なる量的な労働力の確保のみならず、質的

な能力転換を強く要請している。かつて「静かな変化」であった労働市場の変容は、今や

「急激な更新」へと移行し、働く個人に求められるスキルの陳腐化速度は著しく上昇して

いる。このような状況下において、労働者一人ひとりが主体的に「学び・学び直し（リ・

スキリング）」を継続するだけではなく、培った成長を遺憾なく発揮できる社会を構築す

ることは喫緊の課題である。とりわけ、日本型雇用慣行の中で機能していたOJT（On the 

Job Training）中心の能力開発モデルは、長期雇用を前提としない非正規雇用労働者層に

は機能しづらく、結果として労働市場の二極化を助長するリスクを孕んでいる。企業内で

の訓練機会に乏しく、自己啓発の実施割合も低いとされる非正規雇用労働者等に対する公

的支援の拡充は急務である。これまで公的職業訓練は国の主要な雇用施策として実施され

てきたが、その政策効果の測定は主に就職率に焦点が当てられてきた。しかし、政策の有

効性を国民に対して説明し、予算の効果的な活用を示すためには、セレクション・バイア

ス（選択の偏り）を考慮した厳密な因果関係の計測や、多角的な評価手法の確立が不可欠

である。こうした背景の中、政府の「新しい資本主義」実行計画に基づき、厚生労働省の

「公的職業訓練の在り方に関する研究会」において、非正規雇用労働者が直面する構造的

な要因を克服するための新たな制度設計が検討された。これを受け、独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構は、令和６年度において、柔軟な実施手法と支援体制を導入し

た「非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行事業」を実施した。本報告

書は、この試行事業の設計・運用、そして成果を分析・整理するものである。試行事業の

評価においては、従来の就職率に加え、正規雇用転換率や賃金上昇割合、さらには学習意

欲などの主観的指標も導入し、訓練の効果を測定した。本調査・分析の成果が、今後の公

的職業訓練の全国展開に向けた客観的な証拠となり、日本の人的資本投資の新たなスタン

ダード構築への一助となることを期するものである。 

本調査・分析に当たって、種々のご教示ご指導をいただいた研究会委員及び、アンケ

ート並びにヒアリング調査に御協力いただいた企業の皆様には心から感謝申し上げる。 

2026年３月 

                            職業能力開発総合大学校  

基盤整備センター  

所 長  池田 秀作 
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